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1. 本書の特徴
　店舗オペレーションと聞いて，読者の方々

は何を思い浮かべるだろうか。食品スーパー

を利用した際，従業員やパートタイマーの

方々が，商品の品出しをしている様子や，

バックヤードのガラス越しに作業している

様子を，ぼんやりと眺めたりした経験はある

だろう。

　この店舗の裏側で行われている活動内容

とその実行能力の高さこそが，食品スーパー

の競争優位性を構築する重要な要素（店舗オ

ペレーション・システム）である，として位

置づけ，この構造を明らかにしていくことが

本書の目的である。

　これまでの流通研究において，小売ミッ

クス戦略のパターン認識や変化を業界レベ

ルで取り扱う「業態論」，その中で差別化を

目指した戦略グループとしての「フォーマッ

ト」，顧客価値を生み出すしくみを解明する

「小売イノベーション論」などの研究は進ん

できたものの，店舗オペレーション・システ

ムの視点はこの研究の系譜の中で，捨象され

てきたのである。

　それは店舗オペレーション・システムが主

に食品スーパーの店舗の裏側で行われてい

るものであり，現場に踏み込まないと見え

てこないため，研究として捉えにくいのだ

ろう。とはいえ，この店舗オペレーション・

システムの構築こそが食品スーパーの持続

的成長を維持してきた要素であり，このシス

テムがしっかりしているほど，他の食品スー

パーとの競争優位性が高いことに着目し，研

究を進めてきたものが本書である。

　本書のユニークな点は，店舗オペレーショ

ン・システムを先行研究，および，関連分野

の研究を用いて位置づけ，概念の重要性を浮

き彫りにしたこと，そして，その概念を質的

な参与観察やインタビュー調査，量的な質問

票調査を組み合わせる「ミクスト・メソッド」

（mixed-method）によって，測定できる形に

練り上げ，検証し，その精度を深めている点

にある。

　本書では，以下の 4 つの研究課題を設定し，

各章は，これらの研究課題を順に明らかにして

いくように構成されている。研究課題①：店舗

オペレーション・システムの分析フレームの

構築（第 1 章から第 3 章までを中心とした先行

研究のレビューと 4 章の事例研究），研究課題 

②：戦略グループ別の店舗オペレーション・シ

ステムが存在することと，その特徴を把握する

ための要素の抽出（第 5 章），その上で，研究課

題③：店舗オペレーション・システムのメカ

ニズムを科学的に測定し，明らかにすること 

（第 6 章），研究課題④：個々の店舗での具体的

な実行能力の差を解明すること（第 7 章），であ

る。本書の章立ては以下の通りである。
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序 章  食品スーパーにおける店舗オペ

レーション研究

第 1 章 日本の食品スーパーの特性と現状

第 2 章 日本における食品スーパー研究の

レビュー

第 3 章 店舗オペレーション研究の意義と

分析の視座

第 4 章 ケース・スタディ：サミットの店

舗オペレーション―フィールド・

リサーチと分析フレームの構築

第 5 章 戦略グループ別店舗オペレーショ

ン・システム

第 6 章 店舗オペレーション・システムの

メカニズム

第 7 章 店舗実行能力の店舗組織における

規定要因

終 章 店舗オペレーション・システム論

への展望

　具体的には，この一連の研究を通じて，食

品スーパーの持続的成長とその競争優位性

を支える店舗実行能力を，報酬，作業・販売

計画，教育訓練，などの測定可能な要因間と

の関連性を明らかにしたことで，整合性の取

れた構造化を行っている。

　この書評では，まず，本書の大まかな流れ

を章ごとに概説した後，課題を指摘する。最

後に，これらを踏まえ，本書を評価する。

2. 各章の概要（序章から第 7章まで）
2-1.	食品スーパーの現状と先行研究をふま

えた研究枠組の設計

　序章では，食品スーパー業界の状況を踏

まえ，研究を位置づけている。食品スーパー

は，高度成長時代とともに，セルフサービス

の業種店として 1953 年，株式会社紀ノ国屋

から始まった。しかし，その後，衣料品まで

を取り扱う，大型店舗の総合スーパー（以下，

GMS）が大きく成長してきたことから，食品

スーパーはその影に隠れ，「地方」あるいは

「中小」のスーパーと呼称される時代が長く

つづいた。そのため，食品スーパーはあまり

焦点をあてて議論されてこなかったのであ

る。しかし食品スーパーは，他の業態に比べ

て，成長スピードは遅いものの，持続的な成

長を遂げており，近年においては，すでに

GMS をしのぐ規模に成長し，日本最大の小

売業態になったという。こういった持続的な

成長の背景には，「おそらく何らかの理由が

あるだろう」という問いの解明として，店舗

オペレーション・システムが関連するという

ことを示す。

　この前提をふまえた上で，店舗オペレー

ション・システムが食品スーパーの成長基盤

であり，（店舗の立地や規模といった売り上

げに関連する条件が類似ならば）持続的競争

優位性を左右するのは，このシステムによる

「底力」の差である，という立ち位置で研究

を進めるものである。なお，流通研究の研究

領域の系譜には，大きくマクロな流通構造論

とミクロな流通行動論の 2 つのストリーム

がある。そのうち，本書は後者のミクロな視

点（企業の組織能力）で研究を進めるもので

ある。

　上記をふまえ，いまだ解明されていない

この領域を明らかにするために，（上述した）

4 つの研究課題が各章で順に明らかにされて

いくように構成されている。そこで次に，各

章の要点を順に示していく。

　

　まず第１章は，日本の食品スーパーの特性

と現状を述べている。食品スーパーとは，生

鮮食品を中心とした日常の食材を購入する

ことを目的に，週に 2 ～ 3 回，自転車や徒

歩を中心に来店する顧客を相手にしている

店舗のことを指す。そのため，店舗の商圏は
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限られており，小商圏の顧客を相手に地域性

の強い食品を扱う商売であり，GMS のよう

に全国的に展開している企業はなく，その企

業規模も小さい。また１社が占めるシェアも

非常に小さい業界である。

　こういった業態としての特徴を持つため，

主に生鮮食品をはじめとした時間管理型商

品が重要であり，店舗オペレーション・シス

テムの構築が不可欠である。しかし，このシ

ステムを構築するためには，作業の単純化，

標準化やマニュアル，訓練，設備の開発と

いった様々な点を根気強くイノベーション

していく必要があり，業態としての成長にも

時間がかかると推測される。実際，店舗オペ

レーション・システムの原型が形成されるま

では，売上高ランキングの変動は大きいが，

システムの形成と普及が進む時期からは上

位企業の変動があまりみられない。つまり，

この店舗オペレーション・システムが競争の

軸になっており，それの強さが競争力の決定

要因であるという仮説的視点を設定する。こ

れを立ち位置とし，構造を解明するものとし

ている。

　

　つづく第 2 章は，流通研究における食品

スーパーのレビューである。米国のスーパー

マーケットを取り入れる形で始まったスー

パーの研究は，初期スーパー論，流通革命論

からはじまり，主として GMS を中心に理論

化が進んできた。しかし本書は，これらの議

論を日本の食品スーパーにそのまま適用す

るには無理があることを指摘している。それ

は，我が国の食品スーパーにおける生鮮食品

の加工技術は，日本独自の進化として発展し

てきたため，海外の先端事例に基づく議論だ

けでは，説明しきれないためである。

　食品スーパーの特徴は，生鮮を主とした

「食への造詣の深さ」であり，この部分の技

術の進化にこそ，競争資源としての「リソー

ソベースドビュー」による持続的な競争優

位性につながるものがあるとし，その前提と

なる店舗オペレーション・システムが鍵と

なる，という点を指摘している。特に，本章

の７節以降が本題であり，食品スーパーの発

展は，先端的な取り組みをする企業同士の相

互学習からの革新と，そのノウハウの移転を

通じて発展してきた。その代表的な事例とし

て，関西スーパーが挙げられている。関西

スーパーでは，職人の技術をパートタイマー

がバックヤードで「作業」として実践できる

要素にまで分解したこと，オープンケースに

よる陳列やカートを利用した品出しなどが

該当する。また，プリパッケージ・システム

についてのノウハウも日本型スーパーの特

徴である。こういった店舗オペレーション・

システムの仕組みが構築されてきた点が，食

品スーパーの強みであり，その解明が重要と

なる。これを検証していくために，次の第 3

章では，研究フレームを構築していく。

　第 3 章は店舗オペレーション・システム

という概念で研究する意義をこれまでの流

通研究と関連づけている。小売ミックス戦

略のパターン認識として業界レベルを取り

扱う「小売業態論」，顧客に提供する価値（＝

小売サービス）概念をモデルに組み込み，そ

の価値を生み出す仕組みの解明に踏み込ん

だ「小売イノベーション論」，こういった競

争の結果，業態が 1 つの統一されたパター

ンに収束するのではなく，差別化や効率化に

より，いくつかの戦略グループに分化する有

様を捉えた「小売フォーマット論」などを整

理しながら，これらの研究で明らかにされて

こなかった「どのような要素により小売サー

ビスが生み出され，成果に結びついているの

か」（本書 78 頁）というメカニズム――とり
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わけ，店舗運営という業務レベルのメカニズ

ム――を店舗オペレーション研究で明らか

にしようと試みる点である。

　特に，零細企業規模だった食品スーパーが

チェーン化により拡大してきたことで，その

組織としての強みを明らかにすることが重

要となる。そのため，矢作（1994）が提唱す

る「小売イノベーション論」をベースにしな

がら，議論を展開している。

　矢作（1994）の「小売イノベーション論」は，

コンビニエンス・ストアを対象に，小売業務，

商品供給，商品調達といった概念に，小売

サービス（顧客への提供価値）を組み込みな

がら，その革新性を明らかにした点が特徴で

ある。では，これを食品スーパーの小売サー

ビスに転用した場合どうなるだろうか。食品

スーパーの顧客価値は「顧客の期待する日常

の食材を提供する」ことである。特に食品

スーパーは，生鮮食品や惣菜，日配品を多く

扱う。さらに季節や天候，時間帯によって消

費者の購買行動は大きく変化する。つまり，

このタスクを遂行するためには「優れたシス

テム」が求められるのである。

　こういった需給双方における変動にうま

く適応するために求められる業務が店舗オ

ペレーション・システムであるとする。つま

り，店舗オペレーション・システムは「小売

イノベーション論のプロセス革新として捉

えられる」（本書 78 頁）ものであり，これを

明らかにすることで，食品スーパーの中で，

形成されてきた戦略グループ（フォーマッ

ト）の分化と成長の説明にもつながることを

示す。

　しかし，この店舗オペレーション・システ

ムに関連する先行研究は非常に限られてい

る。そこで本書では，関連する経営学・労働

経済学などの「知的熟練論」，および「小売

国際化論」などの分野を通じて，本研究を位

置づけ，GMS やコンビニエンス・ストアと

の異業態間競争に打ち勝ち，食品スーパーが

着実に成長してきた理由，および，同じ食品

スーパー業態の中で優劣がつく理由を，店舗

内でのパートタイマーによる「日常業務の遂

行能力」に焦点をあて，議論していく。

2-2.	店舗オペレーション・システムの操作

化と検証

　第 3 章までの分析視座を受けながら，つ

づく第 4 章以降からは，検証のためのステッ

プとなる。第 4 章では，研究課題①である「店

舗オペレーション・システムの分析フレーム

構築」のために，食品スーパーのインストア

加工に注目した。現状を確認するための参与

観察に際し，2 つのリサーチ・クエスチョン

を設定している。

　設定したリサーチ・クエスチョン①は，「熟

練度に限界のあるパートタイマーが，複雑で

高度なインストア加工業務を遂行できるよ

うにどのようなシステムを構築しているの

か」，リサーチ・クエスチョン②は，「店舗内

外の変化に対して，どのようにしてインスト

ア加工業務を安定的かつ迅速に，各店舗で対

応できるようにしているのか」である。

　リサーチ・クエスチョン①に対するインサ

イトは，職人の複雑な技能を，機能別・工程

別に単純化したマニュアル化に加え，標準化

したバックヤードの設備とそれを前提にし

たチームによる作業を通じて，熟練度が異

なるパートタイマー間でも知識の共有と移

転が可能になる仕組みの存在である。リサー

チ・クエスチョン②に対しては，（調査対象

企業の）サミットのインストア加工は，LSP

（レイバー・スケジューリング・プログラム）

により，売り場での需要変動に合わせて生産

調整を行う。トヨタのジャスト・イン・タイ
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ム方式と同様に，必要な商品を必要な時に生

産できるようにしている。それによって，仕

事に必要な人員の管理が可能となっている。

さらに，パートタイマーをまとめつつ，店舗

内外の不確定な環境に柔軟に対応するため

の重要な役割を担うのがチーフの存在であ

るとする。チーフの指示の元，作業工程が関

連するパートタイマーが「ペア」で作業をす

ることで，工程間の密接な連携と作業効率の

向上が期待できる。さらに，熟練度の低い

パートタイマーの作業を滞りなくこなすた

めに，熟練者が適切に配置されている。こう

いった組織体制によって，内外の状況変化に

対応しながら，従業員間の知識移転が行われ

ていることが明らかになった。

　上記のインサイトは，他の食品スーパーに

対するインタビューや視察で裏付けを取っ

た上で，分析したものであり，要素は網羅し

ている。

　これらのインサイトをふまえ，食品スー

パーの店舗オペレーション・システムの分析

フレームを，企画立案機能を司る「本部」と

実行機能を持つ「店舗」に区分し，小売サー

ビスの成果となる顧客価値を提供するため

の構造（仮説）を設計している。

　まず，顧客ニーズに合う小売サービスを提

供するためには「店舗実行能力」が必要であ

る。そのためには，「教育訓練」が必要となる。

その訓練は，本部によって設計・支援される

ものであるとしている。

　教育訓練による知識の吸収と移転を高め

るためには給与・人事制度による「インセン

ティブシステム」が影響する。「作業マニュ

アル」は「設備」の使い方や組織運営を形式

化した知識であり，マニュアルを整備するこ

とで学習が促進される。促進されれば，多く

を学習する。こういったサイクルによって

「作業計画」が組みやすくなる。これらの本

部の構造が「店舗実行能力」を高め，小売サー

ビスの「成果」に影響する。これを構造化し

たものが研究課題①の成果である。この構造

を分析フレームとして示す（本書 117 頁，図

4-8）。本書では，つづく第 5 章でこれらの要

素を測定可能な状態に変数化する「操作化」

の過程を経て，検証していくことになる。

　第 5 章では，第 4 章で設定した構造仮説

の構成要素を操作化した上で，その要素が戦

略グループで異なることを検証している。

　食品スーパーにおけるタイプの違いは，顧

客のニーズや顧客の購買行動に応じた「店

づくり」にその特徴が反映される。例えば，

低価格志向の店舗と品揃えを充実させてい

る店舗では，取るべき戦略も異なってくるだ

ろう。そこで，本章では，小売ミックスを戦

略次元としてとらえた戦略グループで店舗

オペレーション・システムが異なるかどうか

を検討している。具体的には，過去のインタ

ビュー調査や先行研究をふまえ，本部の設

計・支援の概念を操作化し，食品スーパーに

対する質問紙調査を行っている。その結果を

戦略グループで分類し，それぞれのグループ

の違いを解釈するためのインタビュー調査

を行っている。

　まず，質問紙調査の項目間の関連性を確認

している。事業経験年数と店舗オペレーショ

ン・システム関連の項目を確認したところ，

高い相関が見られたことから，店舗オペレー

ション・システムは「摸倣困難性が高く，戦

略グループ間の移動障壁になりうる」ことを

示している。

　次に，品揃えと価格の 2 軸を用いて，戦

略グループを4つに分類している。それぞれ，

品揃え提案志向も競争的価格志向も高い「ア

ソートメント型」，品揃え提案志向は高いが

競争的価格志向は低い「アップスケール型」，
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品揃え提案志向は低いが競争的価格志向は

高い「ローコスト型」，品揃え提案志向も競

争的価格志向も低い「伝統型」であり，それ

ぞれのタイプの特徴についてふれている。

　上記の分析を通じて，資源の蓄積に年数

を要する要素，および，戦略グループで差

があった要素（「店舗政策の標準化」「店舗実

行能力」「作業計画」「教育訓練」）に注目し，

その要素を構成している測定項目のどの要

素が影響力を持っているのか，という点まで

詳細に分析している。その結果から，インタ

ビューを通じて明らかにする課題を抽出し，

戦略グループの本部と店舗運営の関係，マ

ニュアルとパートタイマーの関わり方など

を中心に，その特性をまとめている。

　特に，戦略グループの「アソートメント

型」「ローコスト型」は高度な店舗オペレー

ション・システムを構築しており，他の戦略

グループに比べて，企業の売上高が高く，多

数の店舗を展開していたことから，店舗オペ

レーション・システムが業態内，および，業

態間の競争優位性の基盤のひとつであるこ

とを示している（研究課題②の解明）。

　第 6 章では，特に複雑な店舗オペレーショ

ン・システムが必要とされる「アソートメン

ト型」に注目していくことで，メカニズムの

解明を試みている。この「アソートメント

型」の小売企業は他の食品スーパーのベンチ

マークになりやすい。それはパートタイマー

を戦力化したチーム運営により店舗実行能

力を発揮していると考えられているためで

ある。そこで，この章では，第 4 章で設定

した分析フレームをもとにしながら，パート

タイマーの戦力化や小集団活動を積極的に

行っている企業にインタビューを行ってい

る。その結果をふまえ，次の 2 点を改良し

た構造モデルで仮説検証型のパス解析を試

みている。その改良点とは，第 5 章で明ら

かになった「教育・研修」における「小集団

活動」の要素の追加，および，作業マニュア

ル要素の教育訓練要素への統合である。

　なおパス解析は，アソートメント型のサン

プル数が少ないことから，ローコスト型の変

数をコントロール変数として加えた分析で

行っている。分析の結果，ほとんどの仮説が

検証された。ただし，当初，想定していなかっ

た，作業設備の標準化→小集団活動のパスも

正の関係で存在しており，このパスを含めた

適合度（フィットネス）である（本書では，想

定していなかったこのパスについても解釈

可能であることが示されている）。

　この分析を通じて明らかになった点は，

「店舗実行能力が企業全体の労働生産性に寄

与している」ことである。換言すれば，「店

舗オペレーション・システムはマンパワーを

売上げ成果に変換できる組織能力であると

考えることもできる」（本書 186 頁）という

点を実証している。なお，これまで議論して

きた要素間の関連性の確認に加え，「小集団

活動」による改善活動が店舗実行能力に正の

関係がある，という点も確認された（研究課

題③の解明）。

　第 7 章では，アソートメント型企業の中

でも，店舗実行能力が高く，かつ本部の設計・

支援が優れている 1 社を取り上げ，その企

業の部門チーフや店長の運営力などが店舗

実行能力に与える影響を測定している。選定

された 1 社の社名は伏せられているが，他

社よりも店舗実行能力，作業設備の標準化の

度合いが高く，さらに作業計画が全店舗で実

践されている企業が抽出されている。

　その企業の各店舗に質問票を送付し，167

店舗中 155 店舗の店長から回収している。

そのデータを用い，目的変数に「店舗実行能
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力」を，説明変数に「部門のチームワーク」「部

門チーフとメンバーのコミュニケーション」

「店舗独自の販売計画」「他店舗の販売情報の

活用」「他店舗の業務改善情報の活用」「店長

経験量」を設定し，重回帰分析を実施してい

る。

　その結果，「店舗独自の販売計画」（標準

化回帰係数 0.283），「部門のチームワーク」

（同係数 0.273），「他店舗の販売情報の活

用」（同係数 0.254），「店長経験量」（同係数 

0.207）の順で，「店舗実行能力」に影響力が

あることを示している。さらに分析を掘り

下げ，どのような「店長経験量」が「店舗

実行能力」の具体的な要素と関連するのか

を，相関分析で確認している。分析結果から，

店長経験量は，「欠品防止の徹底」「急な労

働者の欠勤への対応」「急な売り場変更」と

の相関が高く，店長経験量は，不測の事態

に臨機応変に対応する能力と相関が強いこ

とが明らかになった。

　上記の結果から，店舗オペレーション・シ

ステムの測定を通じた店舗実行能力とは，年

間 52 週の顧客の生活に対応した催事や季節

に合わせた売り場づくりが可能であること

を示すものであり，それを達成できるチーム

ワークと他店舗での成功事例を活用できる

能力，それらをとりまとめる店長の力量（店

長経験）が競争力の源泉であり，特に店長の

力量は「不測の事態に対応できる能力」であ

ることがわかってきたのである（研究課題④

の解明）。

2-3.	本書の貢献（終章：明らかになったこと

とインプリケーション）

　終章では，1 章から 7 章までの要点をまと

めつつ，明らかにされた点を踏まえ，日本の

食品スーパーにおける競争優位性の構図（本

書の貢献，図終 -1，本書 208 頁）を作成して

いる。

　要点としては，食品スーパーは，他の業態

に比べて，成長スピードが遅いにもかかわら

ず持続的な成長を遂げ，日本最大の小売業態

になった。その背景には，短期的な販促や特

売といった飛び道具的なものではなく，地道

な改善の積み重ねとしての漸進的イノベー

ションにより構築された競争優位性がある

はずで，これまでの流通研究において見落と

されてきた店舗オペレーション・システムが

その基盤にあるという前提を置き，検証して

きたものである。本書で明らかにした点を紡

ぎ合わせ，構図にまとめたことで，ある整合

性を持ちながら，食品スーパーの特性とそこ

での持続的成長の軌跡の関連性を示したこ

とが本書の貢献であるとする。

　こういった点をふまえ，理論的インプリ

ケーションは 3 点あり，第 1 に，顧客価値

の実現としての小売サービスを生み出す競

争優位の源泉の存在を理論的に示したこと，

第 2 に，実証データを通じてその存在を裏

付けたこと，第 3 に，食品スーパーの持続

的成長の論理を（先行研究の視点では明らか

にしきれていなかった）店舗オペレーション

の視点で構築したことである。こういった解

明を踏まえた際に，近年の傾向としての，本

部から店舗に権限移譲する「地域密着を推進

する動き」に対して警告を発する。現場への

移譲や地域適応が可能となるのは，「店舗の

作業設備や作業方法，教育訓練の標準化が前

提である」という点である。これがしっかり

と企業の基盤として機能していないと現場

が混乱し，店長の能力が発揮できなくなるた

めである。こういった点から標準化と現地適

応の区別が大切であると説明する。

　実務的インプリケーションとしては，上記

の理論的インプリケーションとも関連する

が，短期的な目先の売上や利益よりも，店舗
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オペレーション・システムを構築することに

よる継続的な競争優位と，その成果としての

利益性の重要さを示唆する。ただし，どの

ようなタイプの売り場を作るのかによって，

店舗実行能力の重みが異なるため，品揃えと

価格の組み合わせにより出来あがる 4 タイ

プのどの店舗をつくるのかが，最も重要な決

定になる。その理由は，時間帯別の売り場の

変更の程度に伴い，作業計画の関連性，技能

教育，店舗の設備標準化などが設計されてい

くためである。とりわけパートタイマーの教

育・訓練とともに自発的に問題解決・改善行

動がとれる人材の育成が大きく関わる。こう

いった点を設計することが競争優位性につ

ながるということが示唆された。

3. 本書の課題と評価
　本書は，はじめに研究課題を大きく 4 つ

設定し，それを順にひも解いていく形で構成

されている。さらに各章も研究課題を具体的

なリサーチ・クエスチョンや課題に落とし込

んでいくスタイルをとっているため，読み進

めやすい。また上述したように，先行研究が

少ない店舗オペレーション・システム研究に

おいては探索的なアプローチになるため，参

与観察やインタビューなどの質的調査と質

問票調査による量的調査の最適な組み合わ

せ（「ミクスト・メソッド」）が非常に有益であ

るという方法論的な良さを示した点も貢献

のひとつであろう。

　評者は，食品スーパーを利用する消費者

側（消費者が店舗を通じて得る価値）の視

点でイノベーションや革新性につながる店

舗のあり方を研究している（例えば，髙橋

2016）。革新性のある新しいタイプの店舗が，

いかにユニークで消費者に受容される存在

であったとしても，利益を生み出す仕組み

としての店舗オペレーション・システムが

整っていなければ，持続可能性は低くなり，

やがては市場から消えてしまうと考えてい

たため，本書をひも解き，理解したことに

大きな価値を見出した。さらに近年，ストア・

フォーマットやそれを規定する要因の研究

が進みつつあり，その多くは，顧客価値に

つながる小売サービスを生み出す小売ミッ

クス要素の組み合わせや，それを裏で支え

る「バックシステム」（田村 2008）の要素の

組み合わせを整理・検討したものが多い。

こういった点を踏まえると，消費者視点の

小売イノベーションと，それを支える店舗

オペレーション・システムは，まさに表裏

一体の関係にあり，この点からも，食品スー

パーのバックヤード，および本部の活動の

関連性を概念化し，操作化できる状態で測

定することは，非常に意義のある研究であ

ると感じる。

　ただ一方で課題もある。主には，以下に示

すような（1）測定方法と分析結果との関連性

の記述の甘さ，および（2）品揃えと価格の

2 軸による戦略グループの分類に対する課題

である。

（1） 測定項目と分析結果との関連性の記述

の甘さ

　第 5 章の店舗実行能力の概念の測定（因子

分析）（図 5-2，本書 126 頁），食品スーパー

事業経験年数と店舗オペレーション・シス

テム他の相関分析（表 5-3，本書 128 頁）で

用いた質問項目が，付録 B の質問票のどの

質問と対応しているのかが明確に示されて

いない。

　同様に第 6 章の店舗オペレーション・シ

ステムの分析モデルと推定結果（図 6-2，本

書 184 頁）におけるパス解析で，どの質問項

目を用いたのかが明確に示されていない。そ

のため，何がコントロール変数として影響し
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ているのかが把握できない。

　第 7 章の店舗実行能力に関わる要因（表

7-2，本書 197 頁）で用いた測定項目の詳細

とスケールも明確に示されていない。第 7 章

の企業名および調査データの取り扱いには

注意を要することから，調査概要は割愛され

ている。しかし，測定項目とそのスケールの

取り方によって重回帰分析の結果が大きく

左右されるという点を考慮すれば，後に続く

研究のためにも，せめて調査票 C の測定項

目との関連性は明示すべきではなかっただ

ろうか。

（2） 品揃えと価格の 2 軸による戦略グルー

プの課題

　本書における戦略グループとは，小売ミッ

クスによるパターン認識や，その差別化とし

ての戦略タイプの違いとして形成されるも

のであるとし，品揃えと価格で戦略グループ

を 4 つに分類している。しかし，本当に，品

揃えと価格だけで分類してよいのだろうか

という疑問である。

　品揃えと価格で 4 つに分類された戦略グ

ループ別企業概要（表 5-6，本書 132 頁）の

タイプの違いを多重比較で確認した結果を

見ると，売上，営業利益率，店舗数といっ

た変数以外にあまり差がでていない。その

ため，この軸だけでは食品スーパーをうま

く分類しきれていない可能性がある。小売

ミックスの他の要素（例えば店舗の雰囲気，

従業員サービスなど）は考慮しなくて良いの

だろうか。

　とはいえ，食品スーパーの多くが品揃えと

価格戦略に注力していることも事実である。

こういった点から，小売ミックス要素の品揃

えと価格で食品スーパーを区分することで

店舗オペレーション・システムの違いや特徴

づける「必要性」を，より具体的に示す説明

があれば，読者も納得できるかもしれない。

　例えば，「品揃えの広さと深さを実践する

ためには，店舗オペレーション・システムが

大きく関わる。品揃えが少なければ，スト

ア・オペレーションはよりシンプルになるで

あろうし，品揃えがより広く，深くなれば，

求められる加工技術も高度になり，時間帯別

のオペレーションも複雑になる。そのため，

店舗実行能力のレベルの高さが売り場づく

りにも関係する。こういった点から，価格重

視の戦略で，よりシンプルな品揃えとするの

か，品揃えの広さと深さを充実させるのかと

いった視点で検討することが店舗実行能力

に大きく関係する。上記の点を踏まえると，

この 2 軸で検討することが店舗オペレーショ

ン・システムの解明に大きな意味を持つ」と

いった論点が，欠落していると考える。

　さらに，本書の課題でも触れているが，

パートタイマーが働く動機やモチベーショ

ンといった，現場で働く従業員の意識につい

て測定していない点も気になる。とりわけ，

アソートメント型において，なぜパートタイ

マーの方々が，それほどまで「積極的に売り

場づくりに取り組もう！」と思うのだろう

か。確かに，知識の転用や技術やノウハウの

伝承といったスキル面での習得は，店舗実行

能力を高める客観的な要素であることは理

解出来る。しかし，パートタイマーの方々は，

スキルの習得だけでは働かない。また、単に，

企業内でのコンテストで表彰されることだ

けが目的ではないと思われる。むしろ「働き

がい」や取り組みに対する「承認」「自己実

現」を求めている場合もある。こういった点

からも，店舗オペレーション・システムの多

くの部分を担うパートタイマーの方々の「心

理的要素（あるいは主観的要素）」を測定する

ことも店舗実行能力の向上において，非常に
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重要な観点であると考える。

　ただし，あくまでも上記の指摘は，検証結

果をより深く，より細かく理解するための評

者からの要望である。さらに言えば，上記を

今後の研究で明示すれば良い，という程度の

ものであり，本書の成果の質を下げるもので

はない。むしろ，こういった視点をより深め

ていただきたいという期待を込めている。

　上述したように，評者は食品スーパーを

利用する消費者の視点で研究を進めている。

本書はそれを裏付けていくための視点とし

ても非常に価値がある。この研究をさらに進

めてもらうことが食品スーパーの成長にお

いても，日本の小売イノベーション研究にお

いても重要であろう。本書の残された課題を

明らかにするためには，これまでと同様に，

フィールドワークによる理解と質問票によ

る検証の組み合わせが非常に重要であろう。

このミクスト・メソッドを通じて，さらなる

研究の発展に期待している。
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